
子ども・子育て支援事業計画の中間見直しの要否（詳細は資料４のとおり）

1 保育幼稚園課
施設係

平成28年4月1日時点の支給認
定区分ごとの子どもの実績値
が、市町村計画における量の見
込みよりも１０％以上のかい離が
ある場合には、原則として見直し
が必要　ほか

「補正後の推計児童数」×「支給認定割合」＝「見直し後の量の見込み
（人）」
※支給認定割合の計算式イメージ
１号認定：（１号認定子どもの実績値－女性の就業増加に伴う補正値）÷
（実績値に用いた時点の３歳以上の小学校就学前子ども数）
２号認定：（２号認定子どもの実績値＋認定事由に基づく補正値）÷（実
績値に用いた時点の３歳以上の小学校就学前子ども数）
３号認定：（３号認定子どもの実績値＋認定事由に基づく補正値）÷（実
績値に用いた時点の３歳未満の小学校就学前子ども数）

要
28年4月1日時点における量の見込み
が計画と実態で10％以上のかい離が
生じているため

地域子ども・子育て支援事業

（１） 延長保育
保育幼稚園課
総務係

教育・保育の見直しに併せて、必
要に応じ見直しを行うこと。

保育所等の整備量の拡大に応じ見直し 否 量の見込みの実績値＜計画値

（２） 放課後児童健全育成事業
こども政策課

放課後児童育成係
同上

利用申込、登録児童、待機児童の実績値の分析、今後の量の見込みの
大きな変動要因の動向分析を踏まえ見直し

要 量の見込みの実績値＞計画値

（３）
子育て短期支援事業
（ショートステイ・トワイライト）

こども福祉課
家庭福祉係

同上 事業の実施状況や利用状況等に照らし、必要に応じて見直し 否 量の見込みの実績値＜計画値

（４）
新生児・妊産婦訪問指導事業
こんにちは赤ちゃん事業

母子保健課 同上 同上 要 量の見込みの実績値＞計画値

（５） 育児支援家庭訪問事業
こども福祉課
家庭福祉係

同上 同上 否 量の見込みの実績値＜計画値

（６）
地域子育て支援
拠点センター事業

こども政策課
交流係

同上 同上 否 量の見込みの実績値＜計画値

（７）
一時預かり事業
（幼稚園等・１号認定利用）

保育幼稚園課
総務係

同上
一時預かりを行う幼稚園の拡大、利用実績等から予測される利用する家
庭類型の割合等の増減見込み、実際の利用状況等を踏まえ見直し

要
一時預かり事業の区分について、
中間見直しに合わせ整理

（８）
一時預かり事業
（幼稚園等・２号認定利用）

保育幼稚園課
総務係

同上 同上 要 同上

（９）
一時預かり事業
（その他）

保育幼稚園課
総務係

同上 同上 否
計画の最終年度（３１年度）

量の見込みの実績見込値＜計画値

（10） 病児・病後児保育事業
保育幼稚園課
総務係

同上 保育所等の整備量の拡大に応じ見直し 否 量の見込みの実績値＜計画値

（11）
ファミリー・サポート・
センター事業

こども政策課
交流係

同上 事業の実施状況や利用状況等に照らし、必要に応じて見直し 要 量の見込みの実績値＞計画値

（12） 妊婦健康診査・健康相談事業 母子保健課 同上 同上 要 量の見込みの実績値＞計画値

（13）
利用者支援に関する事業
（基本型分）

こども政策課
交流係

同上 同上 否 量の見込みの実績値＜計画値

（14）
保育コーディネーター配置事業
（特定型分）

保育幼稚園課
総務係

同上 同上 否 量の見込みの実績値＜計画値

（15）
利用者支援に関する事業
（母子保健型）

母子保健課 同上 同上 否 量の見込みの実績値＜計画値

教育・保育施設
（幼稚園・保育所・認定こども園）
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見直しの要否案 要否の理由等所管部署
中間見直しの要否の基準

（国手引き）
種別

「量の見込み」の計算式等
中間見直し時（国手引き）
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